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出典：裁判所ホームページ（https://www.courts.go.jp）の裁判例情報をもとに作成 

事件番号 平成 2(オ)1330  原審裁判所名 東京高等裁判所 

事件名 約束手形金 原審事件番号 平成 1(ネ)3080 

裁判年月日 平成 3 年 5 月 10 日 原審裁判年月日 平成 2 年 6 月 12 日 

法廷名 最高裁判所第二小法廷   

裁判種別 判決   

結果 破棄自判   

判例集等 集民第 163 号 37 頁   

 

判示事項 連帯債務者の一部の者に対する債権の転付とその余の連帯債務者に対する債権

の移転の有無 

裁判要旨 連帯債務者の一部の者に対する債権が転付命令によって第三者に移転したとし

ても、その余の連帯債務者に対する債権は移転しない。 

 

全 文 

主   文 

一 原判決及び第一審判決を次のとおり変更する。浦和地方裁判所越谷支部が同裁判所昭

和六一年（手ワ）第二四号事件について昭和六一年九月九日言い渡した手形判決のうち上

告人らに関する部分は、「被上告人は、上告人金英信に対して金三〇〇万円、上告人李順煕

に対して金三六二万六五五三円、上告人張晃生に対して金五〇〇万円、上告人金順子に対

して金三〇〇万円、上告人張本行成に対して金六〇〇万円、上告人安竜吉に対して金五〇

〇万円及び右各金員に対する昭和六一年八月六日から各支払ずみまで年六分の割合による

金員を支払え。」とする限度で認可する。 

二 訴訟の総費用は、被上告人の負担とする。 

理    由 

一 上告代理人田中郁雄の上告理由について所論の点に関する原審の事実認定は、原判決

挙示の証拠関係に照らし、正当として是認することができ、その過程に所論の違法はない。論

旨は、原審の専権に属する証拠の取捨判断、事実の認定を非難するか、原判決を正解せず、判

決に影響のない事項の違法を主張して原判決を論難するか、又は原審の裁量に属する審理上

の措置の不当をいうものにすぎず、採用することができない。 

二 職権で調査するに、 

１ 原審は、(一)訴外ＤことＥ（以下「訴外Ｄ」という。）は、被上告人及びその夫であるＦ

（以下「Ｆ」という。）両名を連帯債務者として、第一審判決添付の別紙三の「貸金」欄記載

のとおり、金員を貸し付けた（以下、右貸金を「本件貸金債権」という。）、(二)被上告人は本

件貸金債権に係る自己の連帯債務の支払のために第一審判決添付の別紙一の「手形目録」１な

いし１２記載の本件各約束手形を振り出した、(三)本件各約束手形のうち右手形目録１、２記

載の約束手形に係る借入金は弁済され、同目録３記載の約束手形に係る借入金の元本も弁済

により一六二万六五五三円となった、(四)その後、訴外Ｇ（以下「転付債権者」という。）は、

訴外Ｄに対する金銭債権に基づき、Ｆを第三債務者として、本件貸金債権のうち本件約束手形

１ないし６及び１０ないし１２の一部に係る部分について差押・転付命令を得たが、右命令は

本件各約束手形の満期前である昭和六一年一月二五日にＦに送達され、その後に確定した、

(五)上告人らは、いずれも、本件各約束手形の満期後に、第一審判決添付の別紙二の「手形譲
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受一覧表」のとおり訴外Ｄからそれぞれ本件各約束手形の白地裏書を受け、各約束手形を所持

する者であるとの各事実を適法に確定した上、右転付命令の発効により、右転付に係る本件貸

金債権は転付債権者に移転し、訴外Ｄは右債権を失ったところ、満期後の裏書人に対しては手

形行為の原因関係の消滅をもって対抗することができるから、被上告人は上告人らに対して、

右転付された債権の支払のために振り出された約束手形の支払を拒絶することができるとし

て、右(三)記載の弁済がされた部分を除く本件約束手形金請求のうち右(四)記載の差押・転付

命令の目的とされた債権に係る部分を棄却すべきものとした。 

２ しかしながら、右判断は是認することができない。 

すなわち、原審は、連帯債務者の一人であったＦに対する債権が転付債権者へ移転すること

により、他の連帯債務者である被上告人に対する債権も同様に移転することを前提としてい

るものと解されるところ、連帯債務者はそれぞれ独立の債務を負担するものであるから、連帯

債務者の一部の者に対する債権が転付命令によって第三者に移転したとしても、その余の連

帯債務者に対する債権の帰属に変更が生ずるものではない（大審院昭和一三年（オ）第一三一

五号同年一二月二二日判決・民集一七巻二三号二五二二頁）。 

したがって、本件貸金債権を目的とするものであっても、Ｆを第三債務者とする本件転付命

令の効力が生じたにすぎない場合に、訴外Ｄの被上告人に対する債権が転付債権者に移転す

るものではなく、本件転付命令の効力が生じたことをもって被上告人が本件約束手形金の支

払を拒絶する理由もないといわねばならない。 

３ そうすると、連帯債務者の一部の者に対する債権が転付命令によって第三者に移転し

たことによりその余の連帯債務者に対する債権も第三者に移転することを前提とする原審の

判断には法令の解釈適用を誤った違法があり、この違法が判決に影響を及ぼすことは明らか

であるから、原判決は破棄を免れない。そして、前記認定事実によれば、本件請求中、前記１

(四)記載の差押・転付命令に係る約束手形金の支払を求める部分も理由があることになるか

ら、これと異なる原判決及び第一審判決を主文第一項のとおり変更することが相当である。 

三 よって、民訴法四〇八条、三九六条、三八六条、九六条、八九条に従い、裁判官全員一

致の意見で、主文のとおり判決する。 

(裁判長裁判官  木崎良平  裁判官  藤島昭  裁判官  香川保一  裁判官  中島敏次郎) 

 

 

※参考：判例タイムズ 760 号 157 頁、判例時報 1387 号 59 頁、金融商事判例 873 号 3 頁 

 

 


